
（ ）

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

111% 76% 183%

2年度
活動見込

3年度
活動見込

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
会計課装備室調べ

一般会計

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

丁

計算式 執行額
/年度

単位

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

警察法第３７条第１項第６号
警察法施行令第２条第６号

主要政策・施策

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標

4,030 2,883 5,008

平成29年度 30年度 令和元年度

活動実績

令和元年度

千円

銃器の整備等

3,188,503

丁

1,751,172/1

2年度活動見込

1,186,334 1,751,172

1,903

一定水準の警察活動を確
保するために必要な銃器の
整備

実施方法

平成29年度

％

銃器の整備等 担当部局庁 長官官房 作成責任者

事業開始年度

直接実施、その他

担当課室 会計課装備室
会計課装備室長
吉野　浩紀

事業名

会計区分

2年度

393

翌年度へ繰越し -

計

令和元年度

その他の事項経費

▲ 615

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

3年度要求

予算
の状
況

30年度

　都道府県警察及び警察庁の警察官に貸与する拳銃の更新整備並びに職務執行及び射撃訓練に必要な実包の整備を図る。
　また、職務上、常時制服を着用する警察大学校及び各管区警察学校の教官並びに入校教養を受ける新規採用者に支給・貸与する制服等の整備を図る。

- -

1,068

- -

▲ 1 -

銃器の保有数

-補正予算

予備費等

当初予算

中間目標
定量的な成果目標

1,741

単位

年間執行額／年度

単位当たり
コスト

1615

1,186

不明
事業終了

（予定）年度 終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

　厳しい治安情勢の下、警察活動の基盤となる拳銃、実包等の警察装備品を国が整備し、これを有効に活用することで全国的に一定水準の警察活動を確保す
る。

前年度から繰越し 195 -

成果実績

目標値

成果指標 単位

丁
成果目標及び

成果実績
（アウトカム） 丁

令和2年度行政事業レビューシート 警察庁

執行額

1,263 1,681 3,323 1,188 1,750

1,751 3,189

執行率（％） 94% 104% 96%

4,030 2,883 5,008

1,186,334/1

30年度

3,188,503/1

-

-

平成29年度 30年度 令和元年度
目標最終年度

100 100

272,969

272,969 277,424

277,424

100 -

-

-

968 -

1,187 1,750

関係する
計画、通知等

達成度

273,888

-

273,888

年度 年度-

平成29年度

-

2年度当初予算

1,187

計

令和2・3年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由

装備資機材の高機能化による経費の増

3年度要求

事業番号 0017

1,187 1,750

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

物品購入費等 1,750



本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

公共の安全と秩序の維持のための警察活動の基盤となる銃器の整備等は、重要犯罪・重要窃盗犯の検挙につながる。

73.2

定量的指標 単位 平成29年度 30年度 令和元年度
中間目標 目標年度

年度 年度

各重要窃盗犯（注１）の検挙率（注２）
（注１）侵入窃盗、自動車盗、ひったくり及びすり
（注２）右記の数値は、未遂罪を含む。

実績値 ％ 56 62.5

目標値 ％ 51.4 52.9

２　犯罪捜査の的確な推進

１　重要犯罪・重要窃盗犯の検挙向上

定量的指標 単位 平成29年度 30年度 令和元年度
中間目標 目標年度

目標値 ％

政策

施策

測
定
指
標

各重要犯罪（注１）の検挙率（注２）
（注１）殺人、強盗、放火、強制性交等、略取誘拐・人身
売買及び強制わいせつ
（注２）右記の数値は、未遂罪及び予備罪を含む。

実績値

71.1 69.6

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

公共の安全と秩序の維持のための警察活動の基盤となる銃器の整備等は、地域警察官による街頭活動及び初動警察活動の強化につながる。

政策 １　市民生活の安全と平穏の確保

年度 年度

％ 82 83.3

69.6

刑法犯及び特別法犯の総検挙人員に占める地域警察
官による検挙人員の割合

実績値 ％

目標値 ％ 75.8 73.2

30年度 令和元年度定量的指標 単位 平成29年度

施策 ２　地域警察官による街頭活動及び初動警察活動の強化

測
定
指
標

中間目標 目標年度

13,309 12,590目標値 件

30年度 令和元年度

50,537 43,901

目標値 件 67,753 61,511

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

公共の安全と秩序の維持のための警察活動の基盤となる銃器の整備等は、地域住民の安全を脅かしている犯罪の抑止につながる。

定量的指標

10,464

年度年度

中間目標 目標年度
平成29年度

実績値 件 10,866

単位

目標年度

年度 年度

中間目標

地域住民等の安全を脅かしている犯罪の認知件数（重
要犯罪（注））
（注）殺人、強盗、放火、強制性交等、略取誘拐・人身売
買及び強制わいせつ

地域住民等の安全を脅かしている犯罪の認知件数（住
宅対象侵入犯罪（注））
（注）住宅強盗、空き巣、忍込み、居空き及び住居侵入

実績値 件

施策 １　総合的な犯罪抑止対策の推進

政策 １　市民生活の安全と平穏の確保

定量的指標 単位 平成29年度 30年度 令和元年度

測
定
指
標

年度 年度



本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

公共の安全と秩序の維持のための警察活動の基盤となる銃器の整備等は、暴力団等犯罪組織の弱体化につながる。

政
策
評
価

政
策
評
価

、
新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
と
の
関
係

定量的指標 単位 平成29年度 30年度 令和元年度
中間目標 目標年度

年度 年度

国際的な協力の下に規制薬物に係る不正行為を助長す
る行為等の防止を図るための麻薬及び向精神薬取締法
等の特例等に関する法律の適用による犯罪収益等の没
収額・追徴額

実績値 千円 356,522 274,947

目標値 千円 349,953 344,715

定量的指標 単位 平成29年度 30年度 令和元年度
中間目標 目標年度

年度 年度

組織的な犯罪の処罰及び犯罪収益の規制等に関する法
律の適用による犯罪収益等（注１）の没収額・追徴額（注
２）
（注１）犯罪収益、犯罪収益に由来する又はこれらの財
産とこれらの財産以外の財産が混和した財産
（注２）第一審裁判所において行われる通常の公判手続
きにおける没収額・追徴額

実績値 千円 2,824,242 729,333

目標値 千円 4,975,588 5,332,359

定量的指標 単位 平成29年度 30年度 令和元年度
中間目標 目標年度

年度 年度

薬物事犯の検挙人員
※目標値（基準値）は前年度の値

実績値 人 13,534 13,868

目標値
人（より
増加）

13,401 13,402

定量的指標 単位 平成29年度 30年度 令和元年度
中間目標 目標年度

年度 年度

薬物事犯の検挙件数
※目標値（基準値）は前年度の値

実績値 件 19,114 19,535

目標値
件（より
増加）

19,409 19,077

政策 ３　組織犯罪対策の強化

施策 １　暴力団等犯罪組織の存立基盤の弱体化

測
定
指
標

定量的指標 単位 平成29年度 30年度 令和元年度
中間目標 目標年度

年度 年度

暴力団構成員等（注）の数
（注）暴力団構成員及び準構成員等
※実績値及び目標値は年度値ではなく暦年値
※目標値（基準値）は前年の値

実績値 人 34,500 30,500

目標値
人（より
減少）

39,100 46,520



本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

公共の安全と秩序の維持のための警察活動の基盤となる銃器の整備等は、国際組織犯罪対策の強化につながる。
なお、政策評価における５－１についても本事業は関連する。

定量的指標

政策 ３　組織犯罪対策の強化

施策 ２　国際犯罪組織対策の強化

測
定
指
標

単位 平成29年度 30年度 令和元年度
中間目標 目標年度

年度 年度

国外逃亡被疑者（注１）（うち外国人）の検挙人員（注２）
（注１）日本国内で犯罪を行い、国外に逃亡している者及
びそのおそれのある者
（注２）入国審査で被疑者を発見して検挙した人員及び
外国から被疑者の身柄の引渡しを受けて検挙した人員
※実績値及び目標値は年度値ではなく暦年値
※目標値（基準値）は、過去５年の実績平均としている。

実績値 人 77 64

目標値
人（より
増加）

36 45

定量的指標 単位 平成29年度 30年度 令和元年度
中間目標 目標年度

年度 年度

国際組織犯罪を助長する犯罪インフラ事犯の検挙件数
※実績値及び目標値は年度値ではなく暦年値
※犯罪インフラ事犯のうち、不法就労助長、偽装結婚
等、旅券・在留カード等の偽造及び地下銀行の数値を計
上
※目標値（基準値）は、過去５年の実績平均としている。
※30年度からは犯罪インフラ事犯のうち、不法就労助長
及び旅券等偽造の数値を計上

実績値 件 622 699

目標値
件（より
増加）

533 575

定量的指標 単位 平成29年度 30年度 令和元年度
中間目標 目標年度

年度 年度

来日外国人による共犯事件の刑法犯検挙件数
※目標値（基準値）は、過去５年の実績平均としている。
※30年度からは、凶悪犯、窃盗犯及び知能犯の数値を
計上

実績値 件 3,621 2,988

目標値
件（より
増加）

3,758 3,493



-

事業番号 事業名所管府省名

○

-

都道府県警察への銃器等の整備に係る経費は、警察法及び
同施行令に基づき国庫が支弁し、また、全国一定水準の警察
活動を確保する観点から、警察庁が実施すべき事業として適
切なものである。

○

評　価項　　目

全国警察の責務である公共の安全と秩序の維持活動の基盤
となる銃器等の整備事業は、国民や社会のニーズを的確に
反映したものである。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

契約案件の都度、競争性を高めるための契約方式を行うとともに、過去の調達実績や市場の状況等を予定価格に反映させている。
さらに、警察庁において一括調達を行っており、今後も効率的な予算執行に努める。

拳銃、実包等は、警察官が職務を執行する上で必要不可欠なものであることから、引き続き老朽化した拳銃の更新や、治安情勢に応じた充実強
化を図る必要がある。

○

‐

警察活動に十分活用されている。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

－

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

-

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

‐

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○

公共の安全と秩序の維持に支障を及ぼさない範囲で秘匿性
を保ち、公募公告により入札業者を選定し指名競争等により
支出先を選定しており、その選定は妥当なものである。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

○

無

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

全国警察の責務である公共の安全と秩序の維持活動の基盤
となる銃器等の整備事業は、別添の政策の達成手段として、
必要かつ適切な事業である。

公募公告により競争入札に付するなどして銃器等を購入して
いることから、単位当たりコストの水準は妥当なものである。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

○

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

公共の安全と秩序の維持に支障を及ぼさない範囲で、公募
公告により入札業者を選定し指名競争等により支出先を選定
するなど、コスト削減に向けた工夫を行っている。

公共の安全と秩序の維持活動に必要な丁数を確保している
ことから、成果目標に見合ったものとなっている。

○

執行額全額について、拳銃、実包及び制服等の整備のため
に支出されていることから、真に必要なものに限定されてい
る。

改善の
方向性

‐

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

当初見込みどおりの丁数整備になっている。

○

点
検
・
改
善
結
果

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

-

受益者との負担関係は妥当であるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

有

○

点検結果

都道府県警察への銃器等の整備に係る経費は、警察法及び
同施行令に基づき国庫が支弁するもので、全国一定水準の
警察活動を確保する観点からも、国が負担すべき事業として
妥当なものである。

国
費
投
入
の
必
要
性

事業所管部局による点検・改善

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐



( )

※令和元年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万円）

点検対象外

　引き続き、調達の際は、競争性、経済性、透明性を高めて執行額の改善に努める。また、令和３年度概算要求については、事業の内容を精査した
上で要求を行っている。

関連する過去のレビューシートの事業番号

現
状

通
り

　引き続き、調達に際しては、仕様の点検、過去の調達実績、市場の状況等を予定価格に反映させるなど、競争性、経済性、透明性を高めるための
取組を継続すること。

行政事業レビュー推進チームの所見

外部有識者の所見

備考

現
状

通
り

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

平成31年度 警察庁 0018

平成30年度 15

平成29年度 17

45 平成25年度 17

平成26年度 18 平成27年度 16 平成28年度 17

平成22年度 当初13ｰ3 平成23年度 60 平成24年度

警察庁

３，１８９百万円

拳銃等の購入

警察官用制服等の購入

銃器手入れ用具等消耗品の購入に必要な予算配分

Ａ．民間会社

（７１者）

３，１５７百万円

【指名競争契約（最低価格・秘）】

【随意契約（公募・秘）】

【随意契約（少額）】

拳銃等の購入

Ｃ．附属機関

Ｂ．民間会社

（９者）

２５百万円

警視庁

１百万円

道府県警察
（３１機関）

５百万円

【随意契約（少額）等】

【予算配分】

警察官用制服等

の購入

附属機関
（３機関）

０．１百万円

皇宮警察本部

０．２百万円

銃器手入れ用具

等消耗品の購入に

必要な予算配分

Ｆ．株式会社浦和銃砲火薬店

１百万円

【随意契約（少額）】

使用済み実包の運
搬費に必要な予算
配分

【随意契約（少額）】

Ｅ．株式会社武田商店

０．２百万円

銃器手入れ用具

等消耗品の購入
銃器手入れ用具

等消耗品の購入

【一般競争契約（最低価格）】

Ｄ.都道府県警察



　

支出先上位１０者リスト

A.

チェック

民間会社A

民間会社B

民間会社B

民間会社B

民間会社C

民間会社D

民間会社D

民間会社E

民間会社F

民間会社G

民間会社G

民間会社H

民間会社I

民間会社J

民間会社J

19

A.民間会社A

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

1

金　額
(百万円）

警察官用制服等の購入

使　途

物品購入

B.赤城工業株式会社
金　額

(百万円）

957

費　目 使　途

計 957 計 19

予算配分
銃器手入れ用具等消耗品の購入に必要な
予算配分

0.2 予算配分
銃器手入れ用具等消耗品の購入に必要な
予算配分

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

物品購入拳銃入れの購入

費　目

C.皇宮警察本部 D.警視庁

費　目 使　途

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

物品購入 銃器手入れ用具等消耗品の購入 0.2 物品購入 銃器手入れ用具等消耗品の購入 1

計 0.2 計 1

使　途

9

- -

随意契約
（公募）

随意契約
（公募）

-

11

計

5 2 -

2 -

4

8

7

計 0.2

6

1

E.株式会社武田商店 F. 株式会社浦和銃砲火薬店

費　目

10

-

-

-

-

-

-

入札者数
（応募者数）

落札率契約方式等

随意契約
（公募）

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

1

-

-

2

3

- -

法　人　番　号

-

- 957

13

- -

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-

-

-

-

-

-

-

-

拳銃入れの購入

銃の購入

銃等の購入

実包の購入

拳銃入れの購入

銃の購入

-

-

14

2 -12 105

91

60

- --

-

- 1実包等の購入 - -
随意契約
（少額）

15

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

258

203

11

191

176

118

31
随意契約
（公募）

- -

-25

-

- -

指名競争契約
（最低価格）

337

随意契約
（公募）

随意契約
（公募）

その他 -

- -

-

-

- -

-

-

-

-

-

指名競争契約
（最低価格）

随意契約
（公募）

随意契約
（公募）

-

-

指名競争契約
（最低価格）

その他

その他

銃等の購入

拳銃入れの購入

実包等の購入

実包等の購入

実包の購入

銃等の購入

実包の購入

実包の購入

285



B

C

D

愛知県警察本部 1000020230006 予算配分 0.3 その他 - - -

福岡県警察本部 6000020400009 予算配分 0.2 その他 - - -

沖縄県警察本部 1000020470007 予算配分 0.4 その他 - - -

北海道警察本部 7000020010006 予算配分 0.4 その他 - - -

千葉県警察本部 4000020120006 予算配分 0.4 その他 - - -

警視庁 8000020130001 予算配分 1 その他 - - -

中国四国管区警察学
校

8000012130001 予算配分 0 その他 - - -

近畿管区警察学校 8000012130001 予算配分 0.1 その他 - - -

九州管区警察学校 8000012130001 予算配分 0 その他 - - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

- - -

警察官用装備品等の購入 0.2
随意契約
（少額）

- - -

12

2011001013590

警察官用帯革等の購入 1
随意契約
（少額）

- - -

株式会社ブコウ

甲株式会社 2010001013865 警察官用帽子等の購入 0.3

2010501023199 警察官用ネクタイ等の購入 0.3
随意契約
（少額）

- - -

株式会社武田商店

山本シーリング工業
株式会社

ノーベル工業株式会
社

3010701007950 警察官用装備品等の購入 1
随意契約
（少額）

- - -

8010701009868

随意契約
（少額）

2

-

赤城工業株式会社 4010601000410 警察官用制服等の購入 7

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

赤城工業株式会社 4010601000410 警察官用制服等の購入 10
随意契約
（その他）

- -

一般競争契約
（最低価格）

9 - -

赤城工業株式会社 4010601000410 警察官用制服等の購入 2
随意契約
（少額）

- - -

6

7

4

5

青木産業株式会社 3010501000107 警察官用短靴等の購入 2
随意契約
（その他）

- - -

10

11

8

9

岸義株式会社 3010501003118 警察官用帽子等の購入 0.4
随意契約
（少額）

- - -

青木産業株式会社 3010501000107 警察官用短靴等の購入 0.6
随意契約
（少額）

- - -

株式会社徳河 9013301008743 試験工具の購入 0
随意契約
（少額）

- - -

3

4

1

2

皇宮警察本部 8000012130001 予算配分 0.2 その他 - - -

1

4

5

2

3

大阪府警察本部 4000020270008 予算配分 0.7 その他 - - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

8

9

6

7

神奈川県警察本部 1000020140007 予算配分 0.4 その他 - - -

10 宮城県警察本部 8000020040002 予算配分 0.2 その他 - - -

福井県警察本部 4000020180009 予算配分 0.2 その他 - - -



E

F

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

株式会社武田商店 2011001013590
銃器手入れ用具等消耗品
の購入

0.2
随意契約
（少額）

- - -1

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

株式会社浦和銃砲火
薬店

3030001000877
銃器手入れ用具等消耗品
の購入

1
随意契約
（少額）

- - -


